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日本の学校で「職業へのレリバンス」を

妨げている要因

関連資料

田中萬年

２０１７年６月４日

日本キャリア教育学会九州沖縄地区研究部会2017年度「キャリア研究セミナー」
『キャリア教育の職業へのレリバンス』

12017/６/４

～職業訓練研究からの問題提起～

吉田松陰「学校を論ず 附、作場」

（安政５（１８５８）年）

• 作場を起し之れを學校に連接する
に若かずと。船匠・銅工・製薬・治革

の工、凡そ寸技尺能ある者、要は皆

宜しく治事斎に屬すべし。

22017/６/４

32017/６/４

青木虹二『明治農民騒擾の

年次的研究』新生社、昭和42年。
同『大正期農民騒擾史料・

年表』第一～三巻、厳南堂

書店、昭和52年より。

宮原誠一「教育の反省」、丸山真男と

の対談、『教育』、昭和23年９月

• 「私は大胆にすべての教育は職業を
目的とする教育と考えたいのです。

人間教育すなわち職業教育です。 」

42017/６/４

日本教職員組合『日本の教育』第６集、昭和32年
同第７集、昭和33年

• 「（中卒者が）職を定めることはおよそ不可能に
なる、……このような場合には、親たちの職業意
識の指導が必要だし、じっさいに、それらの子ど

もを職業補導所に送って、職業技術を身につけ

させることが有効である」

• 「技能者養成施設の整備拡充／中卒就職希望
名の職業訓練のため、現在の職業補導所また

は技能者養成所を拡充整備する」

52017/６/４

同第21集、昭和47年
• 1966年４月に神奈川の産業高校を範と
して兵庫県立姫路産業技術高校が発足

すると

• 「この結果、現在学校は無惨な荒廃状
況を示している」

62017/６/４
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仙崎武「キャリアエデュケーション・その後」、

『進路指導』、１９７５年４月～１９７６年４月

第一に、知的な学習と職業的学習との統合

が目指されていること、そのため、全ての教

科の再編が求められ、各教科の「キャリア・

エデュケーション」の位置づけの明確化が求

められる

第二に、学校教育と地域との統合が目指さ

れている

第三に、職業的技能訓練までもカリキュラム

に含まれる 72017/６/４

文部科学省「高等学校キャリア教育の手引き」

• 専門学科におけるキャリア教育の推進のポイント

は次のとおりである。

・ 各専門科目の基礎的な科目（「農業と環境」「工業

技術基礎」「ビジネス基礎」など）から，各専門科目，

「実習」及び「課題研究」などにいたるまでの学習の流

れとキャリア教育を関連付けたグランドデザインを作

成・提示し，指導に生かす。

・ 地域や学校の実態，生徒の特性，進路等を考慮し，

地域・社会との連携を図り，体験的な学習や地域企業

と連携を図った現場での長期間の実習などを通じて，

実践的な教育活動に取り組む。

・ 外部講師などの積極的な活用を図り，最先端の知

識・技能を習得する機会を設ける。

82017/６/４

• 藤田晃之「今後の学校におけるキャリア教育の在り方－PART2各論(③高等学校編)－」（平成23年12月15日）
【2017年5月23日確認】

92017/６/４

“Webster‘s New World Dictionary”, 1994.（ポケット版）
ed‘uca’tion n. １ the process of educating; teaching 2 knowledge, etc. thus developed 3 formal schooling
educate vt. 1 to develop the knowledge, skill, or character of, esp. by formal schooling; teach 2 to pay for the schooling of－

102017/６/４

『大田堯自撰集成１』（２０１３年）

educationに中国の古典にある「教育」と
いう言葉をあてたことは、現在からみると

「誤訳」だったとも云えよう。いずれにせよ、

それが近代国家の体裁をととのえる政権

すじからの呼びかけによるものであるか

ら、一般庶民にとっては違和感を伴うの

は当然であり、外から、上からの外来語

ないし官製語というべきだろう。

112017/６/４

「国際人権規約Ａ規約」（1966年）
Article 6 1. The States Parties to the present Covenant recognize the right to work, which includes the right of everyone to the opportunity to gain his living by work which he freely chooses or accepts, and will take appropriate steps to safeguard this right.（２略）
Article 13 1. The States Parties to the present Covenant recognize the right of everyone to education. （以下略） 122017/６/４
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二宮金次郎「報徳訓」

父母の富貴は祖先の勤功にあり

吾身の富貴は父母の積善にあり

子孫の富貴は自己の勤労にあり

132017/６/４

閣議決定「緊急学徒勤労動員方策要綱」

（昭和19年1月18日 ）

第一 方針

学徒勤労動員ニ関シテハ先ニ決定セル「学徒戦時動員体

制確立要綱」及「教育ニ関スル戦時非常措置方策」ノ趣旨

ヲ更ニ徹底シ勤労即教育ノ本旨ニ徴シ総合的且計画的ナ

ル学徒勤労動員ヲ強力ニ実施シ戦力増強ニ挺身セシムル

ト共ニ戦局ノ現段階ニ処スベキ学徒ノ教育錬成ヲ完カラシ

ムルモノトス

要領 ４ 同一学徒ヲ勤労ニ動員スル期間ハ差当リ一年ニ

付概ネ四ケ月ヲ標準トシ且継続シテ之ヲ行フヲ立前トスル

コト 142017/６/４

ＧＨＱが唯一日本人の憲法草案として参考にした

「教育」の語を忌避した

「憲法草案要綱」（鈴木安蔵起草）

１９ 健康及労働能力ヲ維持シ産婦ヲ

保護シソノ他一定年令以下ノ労働ヲ

禁止スルタメ国家ハ適切ナル施策ヲ

ナスヘシ

152017/６/４

「職業訓練」：『日本国語大辞典』

• 労働者または労働者になろうとす

る者に職業上必要な技能を身につ

けさせること。公共職業訓練・事業

内職業訓練のほか、広義には学校

教育までこれに含まれる。職業補導。

162017/６/４

ユネスコ「技術・職業教育に関する勧告」

（1962年）
• 国際労働機関の総会が、その第46回会期
において、職業訓練に関する勧告を採択した

ことに注意し、…
• 範囲及び定義
１ この勧告は、工業、農業、商業およびこれに

関連する業務の分野で、職業的訓練を与える

ために学校またはその他の教育機関で提供さ

れるすべての形態の教育に適用される。

172017/６/４

「職業訓練に関する勧告」（1939年）
（ｃ）「徒弟教育」と称するのは，使用者

が契約により年少者を雇用すること，並

びに予め定められた期間及び徒弟が

使用者の業務において労働する義務あ

る期間，職業のため組織的に年少者を

訓練し又は訓練させることを約束する

制度を言う。

182017/６/４
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岡野雅行さんの偉業

• 「成功するまでに何回も失敗するのは当たり
前」、

• 「失敗がないということは経験がないのと一
緒だ」、

• 痛くない「注射針をつくるヒントになったのは、40年以上前に作った継ぎ目のない鈴だっ
た。」

192017/６/４

田中の実習の定義

• 五体と五感を使って、現実の物事に
働きかけ、その反応を感じ取り、働

きかけている過程で自然や人間の

諸関係に関する知識、技能、態度を

総合的に習得する学習である。

202017/６/４

大田堯「第三の教育論」 （１９８５年）

• 「若者たちが、地球全体を対象とす
る広い舞台の上での働き場所を選

択し、探求するように励ますことが、

〝労働のための教育〟の差し迫っ

た課題である」。

212017/６/４

Vocationとは何か？
• vocation : a belief that you have been chosen by God to be a priest or NUN
• ウェーバー『職業としての学問』、岩波
文庫、昭和１１年

222017/６/４

「これからの人間育成の法体系」

１．「教育を受ける権利」を

「学習する権利」に

２．「教育」を「学習支援」に

３．「勤労」を「労働」に

４．学習権条文の前に労働権条文を

232017/６/４

レジュメに記載以外の文献

• 堀尾輝久『現代教育の思想と構造』、1971年。
• 永井憲一監修『教育条約集』、1987年。
• 濱口桂一郎「教育と労働との密接な無関係の行
方」、『労基旬報』、2010年6月。

• 大田堯「人間にとって教育とは」、「労働のため
の教育」、『大田堯自撰集成』１及び２、2014年。

• 三宅章介「『天職観』の歴史的変遷過程に関す
る一考察」、『産業教育学研究』、2016年７月。

• 拙稿「木崎農民小学校の『非教育』の実践」、『明
治大学社会教育主事課程年報』、2015年３月。

242017/６/４


